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○多古町宅地開発指導要綱 

平成4年7月1日 

告示第29号 

(目的) 

第1条 この要綱は、多古町における宅地開発事業に関し必要な事項を定め、無秩序

な宅地開発による環境の破壊と開発区域及びその周辺地域における災害を防止す

るとともに、健全な生活環境の保全を図り、町の将来像である「豊かな自然と歴史

が育む田園文化都市：たこまち」の実現をめざして、秩序ある宅地開発を推進する

ことを目的とする。 

(定義) 

第2条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定

めるところによる。 

(1) 宅地開発事業 

主として建築物の建築又は特定工作物の建設の用に供する目的で一団の土地

について行う区画形質の変更に関する事業をいう。 

(2) 開発区域 

宅地開発事業を行う土地の区域をいう。 

(3) 大規模宅地開発事業 

開発区域の面積が10ヘクタール以上の宅地開発事業をいう。 

(4) 公共施設 

道路、公園、緑地、広場、上水道、下水道、河川、水路、治水のための調整池、

消防の用に供する施設及びその他公共の用に供する施設をいう。 

(5) 公益施設 

教育施設、医療施設、官公庁施設、福祉施設及びその他の施設で居住者の共同

の福祉又は、利便のために必要な施設をいう。 

(6) 事業者 

宅地開発事業の施行主体をいう。 
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(7) 工事施工者 

宅地開発事業に係る工事の請負人又は請負契約によらないで自ら工事を施工

する者をいう。 

(適用事業) 

第3条 この要綱は、開発区域の面積が1,000平方メートル以上の事業に適用する。 

(宅地開発事業の原則) 

第4条 宅地開発事業は、まちづくりの一環として地域の発展に寄与するものであり、

住民と事業者との相互理解に基づき、地域社会に根付くものでなければならない。 

2 宅地開発事業は、県及び町が定めた土地利用計画及び開発計画との整合性が図ら

れなければならない。 

(事業者の責務) 

第5条 事業者は、宅地開発事業の施行に係る係争を未然に防ぎ、開発区域周辺の生

活環境と生産環境の保全に努めなければならない。 

2 事業者は、開発区域内の土地所有者及び当該土地に係る権利関係者並びに開発区

域に隣接する土地所有者に事前に計画内容を説明し理解を得なければならない。 

3 事業者は、開発区域を包括する地区に事前に計画内容を説明し理解を得るよう努

めなければならない。 

4 事業者は、宅地開発事業の施行に際しては防災に万全を期し、開発区域内の事故

防止はもとより、当該工事に係る周辺住民の安全確保のため、十分な対策を講じな

ければならない。 

5 宅地開発事業に起因して生じた問題又は係争については、事業者の責任において

誠意をもって速やかにこれを解決しなければならない。 

6 住宅地を目的として宅地開発事業を施行する事業者は、定住を基本とした住宅地

の供給に努めるものとする。 

7 事業者は、宅地開発事業に起因して必要が生じる公共公益施設を適切に整備しな

ければならない。 

(事前協議) 
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第6条 事業者は、第3条の宅地開発事業を施行しようとする場合は、事前に宅地開発

事業事前協議申出書(別記第1号様式)に別紙添付図書一覧表の図書を添えて町長と

協議しなければならない。ただし、大規模宅地開発事業(ゴルフ場等を含む)につい

ては、別に町長が必要と認める図書により事前に協議するものとする。 

2 町長は、前項に基づく協議が整ったときは、宅地開発事業事前協議済通知書(別記

第2号様式)により事業者に通知するものとする。 

(着工届) 

第7条 事業者は、工事に着手するときは、工事着工届(別記第3号様式)により町長に

届け出なければならない。 

(完了届及び確認) 

第8条 事業者は、工事が完了したときは速やかに工事完了届(別記第4号様式)を町長

に提出し、確認を受けなければならない。 

2 町長は、前項の規定に基づき当該宅地開発事業がこの要綱に適合していることを

確認したときは、宅地開発事業施行確認済証(別記第5号様式)を事業者に交付する

ものとする。 

3 事業者は、確認を受ける前に当該開発区域の供用を開始してはならない。 

(計画等の変更) 

第9条 事業者は、事業計画を変更しようとする場合は宅地開発事業変更事前協議申

出書(別記第1号様式)により申し出なければならない。ただし、町長が軽微な変更

と認めた場合はこの限りでない。 

2 町長は、前項に基づく協議が整ったときは、宅地開発事業変更事前協議済通知書

(別記第2号様式)により事業者に通知するものとする。 

3 事業者は、工事施行者を変更する場合は、宅地開発事業工事施行者変更届(別記第

6号様式)により、速やかに町長に届け出なければならない。 

(事業の廃止と休止) 

第10条 事業者は、宅地開発事業(変更)事前協議済通知書の交付を受けた後において、

当該宅地開発事業を廃止又は2か月以上休止しようとする場合は、宅地開発事業廃
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止(休止)届(別記第7号様式)により町長に届け出なければならない。 

2 事業者は、前項に基づく届け出をしたときは、当該宅地開発事業の廃止又は休止

により災害や事故が生じないよう必要な対策を講じなければならない。 

(事業計画) 

第11条 事業者は、宅地開発事業の事業計画を策定する場合は次の各号に適合するよ

うに計画すると共に別に定める多古町宅地開発事業施設整備基準を遵守しなけれ

ばならない。 

(1) 街区及び人口計画 

1) 住宅地を目的とする宅地開発事業については、1宅地当たりの面積は150平方

メートル以上とする。 

2) 住宅地を目的とする宅地開発事業については、1宅地当たりの人口計画を4人

とする。また、共同住宅及びこれに類する事業については、別に町長と協議す

るものとする。 

(2) 公共施設 

宅地開発事業に起因して必要が生ずる公共施設整備は、次によるものとする。 

1) 道路 

イ 開発区域内の道路は、当該区域の形状及び規模並びに予定建築物の用途、

規模及び周辺の状況等を勘案して、通行の安全が確保できる規模及び構造と

する。また、開発区域内の主要な道路は、開発区域外の相当規模の道路に接

続させるものとする。 

ロ 開発区域周辺に道路整備計画がある場合は、当該計画に適合するようにし

なければならない。 

2) 公園・緑地 

イ 開発面積が0.5ヘクタール以上の宅地開発事業については、当該開発面積

の3パーセント以上の面積の公園又は緑地を確保しなければならない。 

ロ 公園及び緑地は、開発区域及びその周辺地域の状況を勘案し、有効に活用

できる形状及び機能とする。 
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3) 上水道 

生活用水は、原則として町営水道から給水を受けることとする。ただし、町

営水道の利用が困難で暫定的に井戸水を利用する場合は、水道法及び千葉県小

規模水道条例並びに千葉県公害防止条例に基づき適切な措置を講ずるものと

する。また、町営水道から給水を受ける場合は、水道施設整備のために必要な

経費の負担について別に町長と協議し、協力するものとする。 

4) 排水施設 

イ 開発区域から流出する雨水及び生活排水は、流路となる河川及び水路の管

理者等の同意を得て開発区域外の河川又は水路に接続するものとする。 

ロ 放流先の排水能力により必要と認められるときは、放流先の管理者等と協

議し、適切な排水ができる地点まで河川又は水路を整備するものとする。た

だし、やむを得ないと認められる場合は、開発区域内に洪水調整池を設置す

ることができるものとする。 

5) 消防施設 

開発区域内に香取広域市町村圏事務組合消防本部(以下消防本部という。)と

協議し、消防水利を設けなければならない。ただし、開発区域から120メート

ル以内に利用可能な消防水利がある場合は、消防本部の同意を得て、消防水利

を設けないことができるものとする。 

6) その他の公共施設 

事業者は、1)から5)までに定めるもののほか、当該宅地開発事業の規模、目

的、計画戸数及び周辺の状況等により必要と認められる公共施設を町及び関係

機関と協議し適切に整備するものとする。 

(3) 公益施設 

宅地開発事業に起因して必要が生じる公益施設整備は、次によるものとする。 

1) 環境衛生施設 

イ 住宅地を目的とする宅地開発事業については、町と協議し、開発区域内に

計画戸数及び人口計画に適応した規模のゴミ集積所を設置するものとする。
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また、大規模宅地開発事業については、ゴミ処理施設整備のために必要な経

費の負担について別に町長と協議し、協力するものとする。 

ロ 開発区域内のし尿処理は、原則として浄化槽によるものとし、処理した放

流水の水質は、関係法令の排水基準に適合しなければならない。また、住宅

地を目的とする宅地開発事業については、予め計画戸数及び人口計画に適応

した汚泥及びし尿の処理について東総衛生組合と協議しなければならない。

そのほか、大規模宅地開発事業については、し尿処理施設整備のために必要

な経費の負担について別に町長と協議し、協力するものとする。 

ハ 開発区域内の汚水は、原則としてし尿との合併浄化槽又は共同汚水処理場

を設けて処理するものとし、処理した放流水の水質は、関係法令の排水基準

に適合しなければならない。 

2) 交通安全施設及び保安施設 

イ 開発区域内に必要な道路標識、道路標示、区画線、ガードレール、カーブ

ミラー、駐輪場及びその他の交通安全のための施設並びに防犯灯及びその他

の保安のための施設を整備するものとする。 

ロ 住宅地を目的とする宅地開発事業については、入居者の自家用自動車を収

容できる規模の駐車施設を確保しなければならない。 

3) 集会施設 

住宅地を目的とする宅地開発事業については、計画戸数500戸につき1か所を

基準として集会施設を設置するものとする。ただし、計画戸数500戸未満の宅

地開発事業についても、周辺の状況により必要と認められる場合は、集会施設

を設置しなければならない。また、共同住宅については、建築物内に設置する

ことができるものとする。 

4) 教育施設 

住宅地を目的とする宅地開発事業については、計画戸数1,000戸につき小学

校及び幼稚園を1か所、2,000戸につき中学校1か所をそれぞれ町と協議のうえ

設置するものとする。また、大規模宅地開発事業で計画戸数がこれに満たない
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場合は、学校教育施設整備のために必要な経費の負担について別に町長と協議

し、協力するものとする。 

5) 福祉施設 

住宅地を目的とする宅地開発事業については、計画戸数1,000戸につき保育

所1か所を町と協議のうえ設置するものとする。また、大規模宅地開発事業で

計画戸数がこれに満たない場合は、保育所整備のために必要な経費の負担につ

いて別に町長と協議し、協力するものとする。 

(負担の時期) 

第12条 事業者は、宅地開発事業に伴い必要が生じた公共公益施設整備のための負担

は、工事着手前に納入するものとする。ただし、事業が1年以上の工期にわたり工

区ごとに分かれて施行される場合は、別に町長と協議することができるものとする。 

(公共公益施設の帰属と管理) 

第13条 宅地開発事業により新たに整備される公共公益施設の帰属及び管理は、別表

に定めるとおりとする。 

(環境の保全と公害の防止) 

第14条 事業者は宅地開発事業に際し、環境の保全を図るとともに、公害の発生を防

止するように努めなければならない。 

(1) 緑地の保全 

事業者は、良好な環境を確保するため、緑地の保全及び緑化に努めるとともに、

現状の地形及び形質の変更を必要最少限度にとどめるようにしなければならな

い。 

(2) 造成宅地の保全 

宅地開発事業により造成された土地については、事業者の責任により建築物が

建築されるまでの間、表土の流出を防止するために必要な措置を講ずるとともに

雑草の除去に努めなければならない。また、分譲する宅地については、事業者の

責任において購入者に対し、適切な管理を指導するものとする。 

(3) 日照の確保とプライバシーの保護 
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事業者は、中高層の建築物を建築する目的で宅地開発事業を施行する場合は、

開発区域周辺の日照の確保及びプライバシー保護のための対策を十分に講ずる

と共に、予め影響を受ける者を調査し、事業内容を説明し理解を得るよう努めな

ければならない。 

(4) 電波障害の防止 

事業者は、中高層の建築物を建築する目的で宅地開発事業を施行する場合は、

開発区域周辺の電波への影響を防止するための対策を十分に講ずると共に、予め

影響を受ける者を調査し、事業内容を説明し理解を得るよう努めなければならな

い。 

(5) 公害の防止 

事業者は、多古町公害防止条例(昭和47年多古町条例第8号)及びその他の関係

法令を遵守し、公害の防止に努めなければならない。 

(文化財の保護) 

第15条 事業者は、文化財の保護に努めなければならない。 

2 事業者は、予め開発区域内の埋蔵文化財の有無について、県及び町教育委員会の

確認を受けなければならない。 

3 開発区域内に文化財が確認された場合又は工事中にこれを発見した場合は、県及

び町教育委員会と協議のうえ、その指示に従い適切な措置を講じなければならない。 

(調査・勧告) 

第16条 町長は、開発区域内に関係職員を立ち入らせて事業の施行状況を調査し、事

業者から報告及び資料の提出を求めることができる。 

2 町長は、事業者に対して宅地開発事業の施行について勧告をすることができる。 

(協定の締結) 

第17条 町長は、宅地開発事業の施行について、事業者と協定を締結することができ

る。 

(事前審査委員会の設置) 

第18条 宅地開発事業に係る事務の総合調整を図るため、宅地開発事業事前審査委員
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会(以下「委員会」という。)を設置するものとする。 

(事前審査) 

第19条 第6条の規定に基づく事前協議の申し出があった場合は、委員会においてこ

れを事前審査するものとする。ただし、開発面積が0.5ヘクタール未満の宅地開発

事業については、関係委員の稟議審査とすることができる。 

(事前審査委員会の組織と運営) 

第20条 委員会は、会長及び委員をもって構成し、会長は、副町長の職にある者を、

委員は、課長、所長、事務局長、事務長及び室長の職にある者をもって充てる。 

(1) 委員会は、会長が必要に応じて招集し、会議の議長となる。 

(2) 会長は、会務を掌理し、委員会を代表する。 

(3) 会長に事故あるとき又は欠けたときは、予め会長が指名する者がその職務を

代理する。 

(4) 委員会の庶務は、空港まちづくり課都市計画係で処理する。 

附 則 

1 この告示は、平成4年7月1日から施行する。 

2 多古町宅地開発事業指導基準(昭和46年5月26日施行)は廃止する。 

3 この告示施行前に従前の多古町宅地開発事業指導基準の規定に基づいてなされた

事前協議申出は、なお従前の例によるものとする。 

附 則(平成5年7月27日告示第31号) 

この告示は、平成5年8月1日から施行する。 

附 則(平成6年11月30日告示第67号) 

この告示は、平成6年12月1日から施行する。 

附 則(平成7年4月28日告示第25号) 

この告示は、平成7年5月1日から施行する。 

附 則(平成8年3月29日告示第23号) 

この告示は、平成8年4月1日から施行する。 

附 則(平成12年3月30日告示第23号) 
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この告示は、平成12年4月1日から施行する。 

附 則(平成13年5月11日告示第48号) 

1 この告示は、公示の日から施行する。 

2 この告示の施行の際、既に受理した宅地開発事業の事前協議申出については、な

お従前の例による。 

附 則(平成16年10月12日告示第74号) 

この告示は、公示の日から施行する。 

附 則(平成17年7月15日告示第51号) 

この告示は、公示の日から施行する。 

附 則(平成18年10月10日告示第58号) 

この告示は、公示の日から施行する。 

附 則(平成19年2月1日告示第7号) 

この告示は、平成19年4月1日から施行する。 

附 則(平成20年5月22日告示第45号) 

この告示は、公示の日から施行し、改正後の多古町宅地開発指導要綱の規定は、平

成20年4月1日から適用する。 

附 則(平成21年2月25日告示第16号) 

この告示は、平成21年4月1日から施行する。 

附 則(平成24年3月16日告示第11号) 

この告示は、平成24年4月1日から施行する。 

附 則(平成25年3月22日告示第28号) 

この告示は、平成25年4月1日から施行する。 

附 則(令和4年3月31日告示第20号) 

この告示は、令和4年4月1日から施行する。 

附 則(令和7年9月4日告示第82号) 

この告示は、公示の日から施行する。 
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別表 

公共公益施設の帰属と管理の区分 

番号 施設名 

(付帯施設を含む) 

帰属先 施設の日常的

機能管理 

( )内は協議

先 

備考 

用地 

( )内は協議

先 

施設 

( )内は協議

先 

1 道路 町 

(都市整備課) 

町 

(都市整備課) 

町 

(都市整備課) 

ただし、

左の施設

のうち自

己用のも

のを除く 

2 公園 町 

(空港まちづ

くり課) 

町 

(空港まちづ

くり課) 

町 

(空港まちづ

くり課) 

3 上水道(含管路) 多古町水道事

業 

多古町水道事

業 

多古町水道事

業 

4 ゴミ集積所 町 

(生活環境課) 

町 

(生活環境課) 

利用者等 

5 汚水処理施設 

(含管路) 

町 

(生活環境課) 

利用者等 利用者等 

6 消防防災施設 町 

(総務課) 

関係機関 

(香取広域市

町村圏事務組

合消防本部) 

関係機関 

(香取広域市

町村圏事務組

合消防本部) 

7 雨水排水施設 

(含調整池／除他施設に附

帯した排水施設) 

町 

(空港まちづ

くり課) 

町 

(空港まちづ

くり課) 

町 

(空港まちづ

くり課) 

8 交通安全施設 町又は関係機

関 

(総務課外) 

町又は関係機

関 

(総務課外) 

町又は関係機

関 

(総務課外) 
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9 学校教育施設 町 

(学校教育課) 

町 

(学校教育課) 

町 

(学校教育課) 

10 児童福祉施設 町 

(子育て支援

課) 

町 

(子育て支援

課) 

町 

(子育て支援

課) 

11 集会施設 

(除共同住宅内) 

町 

(総務課外) 

町 

(総務課外) 

利用者等 

12 防犯施設等 町 

(総務課) 

町 

(総務課) 

別途 

(総務課) 

13 緑地等 別途 

(空港まちづ

くり課) 

別途 

(空港まちづ

くり課) 

別途 

(空港まちづ

くり課) 

14 その他の公共公益施設 別途 

(空港まちづ

くり課都市計

画係で指示) 

別途 

(空港まちづ

くり課都市計

画係で指示) 

別途 

(空港まちづ

くり課都市計

画係で指示) 

注： 

1 利用者等とは、主な施設利用者及び事業者をいう。 

2 別途とは、設置される施設によって、町、関係機関及び事業者が協議して決

定するものをいう。 

3 緑地等とは、道路の法地、文化財等の現況保存地、未利用地及び緑地ほかを

いう。 

4 事業者は事業計画に際し、予め帰属先及び施設管理者と必要な協議をしてお

くこと。 
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別紙 

宅地開発事業事前協議申出書添付図書一覧表 

1 宅地開発事業計画書(別記第8号様式) 

2 設計説明書(別記第9号様式) 

3 権利関係等調書(別記第10号様式) 

4 開発区域に含まれる土地の公図の写し及び登記事項証明書 

5 施設管理説明書(別記第11号様式) 

6 開発区域位置図 

7 開発区域図 

8 現況図 

9 計画平面図 

10 計画断面図 

11 土地利用計画図 

12 給排水計画図 

13 消防水利構造図 

14 がけの断面図 

15 擁壁の断面及び構造図 

16 各種構造図(貯水槽、排水施設、給水施設、道路等) 

17 各同意書〔様式は任意〕(消防、文化財、排水、他) 

18 その他町長が必要と認める図書〔排水量計算書、資金計画書、工事施行者の工事

内訳明細書、預金残高証明書、融資証明書、資力、信用関係書類(法人／登記事項

証明書、前年度財務諸表、法人税納税証明書、事業経歴書、個人／住民票の写、資

産調書、所得税納税証明書～但し自己居住用建物は住民票の写のみ～)、工事施行

者の能力関係書類(法人／登記事項証明書、工事経歴書、建設業登録証明書、個人

／住民票の写、工事経歴書、建設業登録証明書)、設計者の資格を証する書類〕、

会社パンフレット、他 
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※注意事項 

1 提出部数は、正本1部とする。また、宅地開発事業事前審査委員会上程時に町長が

必要と認める部数の副本を提出すること。但し、稟議審査とすることとした場合は、

この限りでない。 

2 添付図書のうち、各図面にかかる縮尺、明示事項等については、宅地開発事業等

の基準に関する条例施行規則(昭和44年県規則第101号)第5条第3項に準じるものと

する。 

3 図書は、日本標準規格A4版のファイルとじに製本し、各図書ごとにインデックス

表示をする。 


